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A 保健医療圏における介護保険制度の地域支援事業  

拡充の検討-多職種による協働に着目して- 
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１１．．ははじじめめにに  

介護保険制度の下で 2006 年から実装化された地域包括ケアシステムは、保険者であ

る市町村や都道府県が地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて作り上げ

ていくことが必要とされている（第 58 回社会保障審議会介護保険部会資料 2016）。

介護保険制度と同様、地域の特性に応じることを前提としていることから、地域支援

事業の展開は各自治体の裁量に委ねられている。 

本調査対象市町のある W 県は、高齢化率が 32.8％（令和３年１月１日時点）と高く、

かつ山間部と町部を含めた医療圏構成をしている圏域もあり、多様な地域特性を有し

ている。 

特に A 保健医療圏は高齢化率 45.9％の C 町、44.2％の D 町を擁しており（W 県資料 

2021）、要介護高齢者の認定率も W県が全国 1位の 21.8％（W 県資料 2021）、A 保健医

療圏が 20.0％（W 県介護保険資料 2021）と W 県の中でも高齢化率、認定率も高い圏

域とされる。 

要介護高齢者の認定率は高齢化率だけでなく、地域の介護予防に関わる取組が重要

とされる。例えば、地域支援事業の介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）にお

けるサービス C は、短期集中的にリハビリを行うことで、地域での高齢者の活動参加

や、従前の生活への復帰を目指すサービスとされ、このサービスの提供にあたっては、

「理学療法士」、「作業療法士」、「言語聴覚士」というリハビリ専門職の割合が最も高く
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（野村総合研究所 2018）なっていた。そして、サービス Cの目的としては、訪問・通

所ともに「運動機能の向上」、「栄養改善」、「口腔機能の向上」が主要なものとして示さ

れてきた。しかし、事業の開設当初は訪問型サービス C、通所型サービス C のいずれも

実施していない自治体が 56.2％と半分以上となっており（野村総合研究所 2018）、サ

ービス展開は不十分とされ、地域における理学療法士をはじめとするリハビリ専門職

の活動は活発とはいえない状況にある（滝本 2021）。 

 

２２．．目目的的      

本研究では、A 保健医療圏の地域支援事業の事業計画や実施状況を、各市町が公開

している介護保険事業計画等より収集・分析するとともに、圏域内の医療機関等に従

事する理学療法士等の多職種と SWOT 分析を通して、圏域内の地域包括ケアシステム

の構築推進による健康寿命の延伸および要介護高齢者の自立支援、重度化防止に向け

て、地域支援事業において理学療法士の専門性を活かして参画しうる事業内容を検討

することを目的とした。 

  

３３．．研研究究方方法法  

33--11..  調調査査デデーータタとと方方法法  

A 保健医療圏の高齢者保険福祉計画や介護保険事業計画などの計画書を基に、地域

支援事業の実施計画・実施状況を収集し、その内容をまとめた。 

さらに、同一圏域の医療機関に勤務する理学療法士等へ協力を依頼し、既存事業の

拡充、新規事業の立案に関しての SWOT 分析を行った。 

 

33--22..  研研究究ににおおけけるる倫倫理理的的配配慮慮  

SWOT 分析への協力にあたっては、調査研究に対して研究目的や方法、結果の処理に

ついて、文書を用いて説明した。また、調査への協力の有無による不利益を被ること

がないこと、調査結果は研究の目的以外には使用しないこと、データの管理は記号

化、数値化などの方法をとることにより個人が特定されないよう十分に配慮する旨を

説明した。 

なお、調査内容は兵庫県立大学大学院社会科学研究科の倫理審査を受審し、承認を

得ている（承認番号：2022-0009）。 
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４４．．結結果果    

44——11．．高高齢齢者者保保健健福福祉祉計計画画及及びび介介護護保保険険事事業業計計画画  

  A 保健医療圏は、総人口 83,611 人（2020 年現在）の人口構成であり、A 市と３つの

町から構成された過疎地域型医療圏に分類される。隣接府県とのベッドタウンである

A 市を中心として構成されており、医療圏全体の高齢化率は 35.30％である。総人口は

2020 年以降減少し続けており、今後もさらに減少する見込みである。 

年齢構成別には、65 歳以上の高齢者は 2030 年以降に減少する見込みであり、生産年

齢人口及び若年人口は 2020 年以降、減少し続け、医療需要については 2020 年以降減

少し、介護需要は 2030 年以降に減少し始める。  

 ４市町の公開している第８期介護保険事業計画より、各市町の計画に対する基本理

念、基本目標、地域支援事業に対する実施計画を以下に示した（表１～２）。 

 ４市町の地域支援事業に対する実施計画で共通している項目は、「地域包括ケアシス

テムの推進」、「高齢者の住環境整備」、「いきがいづくり・社会参加の推進」、「健康づく

り・介護予防の推進」、「虐待防止・権利擁護」、「介護サービスの充実・安定供給」など

であった。 

A 市の計画の特徴は、上記の共通項目に加え、「地域での互助関係の充実」や、「感染

症対策」が示されていた。基本理念としては、「人権」や、「地域の連帯」という言葉で

まちづくりを目指すとされていた。 

B 町では、上記の共通項目に加え、「社会参加」とは別の計画目標として、「高齢者ス

ポーツ」が示されていた。基本理念として、「助け合い」や、「安心」のまちづくりを目

指すとされていた。 

C 町は、上記の共通項目に加え、「地域住民への普及・啓発」が示されていた。基本

理念としては、「健やかでやすらぎのある」や、「支えあい」のまちづくりを目指すとさ

れている。 

D 町は、上記の共通項目に加え、「高齢者福祉の充実」と、「第７期計画の評価」を示

していた。基本理念には、「歴史と文化」や、「いきがい」のあるまちづくりを目指すと

されていた。いずれの市町も目指すべき基本理念、目標に大きな差異はなかった。 
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44——22．．地地域域支支援援事事業業のの実実施施状状況況  

  ４市町の地域支援実施状況について、情報を受けた資料と第８期介護保険事業計画

から示した（表３～６）。 

Ａ市

Ｂ町

Ｃ町

Ｄ町

人権を尊び、地域の連帯を深め、健やかで安心してともに暮らせるまちづくり

住みなれた地域で健やかでやすらぎのある暮らしができる支えあいのまちづくり

歴史と文化を育む豊かなまちで、いつまでも生きがいをもって暮らせるまちづくり

ともに助け合い安心して暮らせるまちづくり

基本理念

１．介護基盤の整備と地域包括ケアシステムの推進

３．安心して介護保険サービスを使えるまちに

基本目標

Ｄ町

Ｃ町
１．いきいきと活動的に暮らせるまち ２．住み慣れた地域で安心して暮らせるまち

３．自分らしく安心して暮らせるまち

１．健康でいきいきとした暮らしを楽しめるまちに ２．住み慣れた地域で安全に安心して暮らせるまち

Ｂ町

Ａ市
１．地域包括ケアシステムの深化・推進

３．高齢者の安全・安心の確保と権利擁護の推進

２．高齢者が自立した生活を送るための支援と推進

４．介護保険サービスの質の向上と利用者支援

２．健康づくりと介護予防の推進

４．介護予防事業の推進３．健康づくりの推進

５．計画の適正な推進と保険者機能強化の取り組み

表１ ４市町の基本理念 第８期介護保険事業計画より筆者作成 

表２ ４市町の基本目標 第８期介護保険事業計画より筆者作成 
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表２ ４市町の基本目標 第８期介護保険事業計画より筆者作成 

5 

 

44——22--11．．AA 市市のの地地域域支支援援事事業業のの実実施施状状況況  

 A 市では、すべての地域支援事業が網羅的に行われていた。一般介護予防事業におい

て一部 COVID-19 による感染対策から実施を保留している事業があるが、およそすべて

の項目において事業を展開していた。 

 

 

本市実施事業名 内容と本市の実施状況

○訪問型サービス

　①訪問介護相当サービス

　②訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）

　③訪問型サービスＢ（住民主体によるサービス）

　④訪問型サービスＤ（移動支援）

市内事業所数　①30事業所　②12事業所　③１事業所

　　　　　　　④３事業所

○通所型サービス

　①通所介護相当サービス

　②通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）

市内事業所数　①31事業所　②２事業所

○介護予防事業（ケアマネジメント）

　①介護予防ケアマネジメントＡ

　（介護予防支援と同様のケアマネジメント）

　②介護予防ケアマネジメントC（初回のみ）

○介護予防把握事業

○介護予防普及啓発事業

　・げんきラリー自主運営教室、いきいき百歳体操教室、

　　アンチエイジング教室、いきいきルーム　等

○地域介護予防活動支援事業

　・地域ふれあいサロン事業　等

○一般介護予防事業評価事業

○地域リハビリテーション活動支援事業

②在宅医療・介護連携の推進
○Ａ保健医療圏在宅医療・介護連携推進協議会の開催
○Ａ在宅医療・介護連携支援センターの運営

③認知症施策の推進
○認知症初期集中支援チーム
○認知症地域支援推進員の設置

④生活支援体制の整備
○協議体の設置
○生活支援サポーター養成講座

⑤地域ケア会議の推進 ○地域ケア会議、地域ケア個別会議等の会議の開催

③その他の事業
○高齢者配食サービス見守り事業
○緊急通報装置の設置
○認知症サポーター養成講座

○地域包括支援センターの業務
　・総合相談支援
　・権利擁護
　・包括的・継続的ケアマネジメント支援
　・介護予防ケアマネジメント

Ⅰ
　
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

①介護予防・生活支援サービス事業
（要支援１・２、事業対象者、
要介護者）

②一般介護予防事業

Ⅱ
　
包
括
的
支
援
事
業

①地域包括支援センターの運営

Ⅲ
　
任
意
事
業

①介護給付等費用適正化事業

○要介護認定の適正化
○ケアプランの点検
○住宅改修の点検、福祉用具購入・貸与調査
○医療情報との突合・縦覧点検
○介護給付費通知
○給付実績を活用した分析・検証事業
○介護サービス事業者等への適正化支援事業

②家族介護支援事業
○高齢者等見守り・安心ネットワーク事業
○紙おむつ等給付事業
○介護者交流及び介護技術講習会の実施

表３ A 市の地域支援事業実施状況 
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44——22--22．．BB 町町のの地地域域支支援援事事業業のの実実施施状状況況  

 B 町では、総合事業は事業展開されていたが、サービスの区分まではわからなかった。

一般介護予防事業において、地域リハビリテーション活動支援事業や介護予防普及啓

発事業として実施されていたものはなかった。 

 

 

 

本町実施事業名 内容と本町の実施状況

○第１号訪問事業

○第１号通所事業

○第１号生活支援事業

○第１号介護予防支援事業

○自主活動グループに対する活動支援

○認知症予防（脳トレ）、脳トレ教室

○転倒予防等運動機能の向上教室

○口腔機能向上教室

○介護予防総合教室

○介護予防対象者把握事業

①介護予防マネジメント ○介護予防ケアプラン

②総合相談・支援 ○介護保険・医療・保健・福祉に関すること

③虐待防止・権利擁護 ○高齢者虐待及び成年後見制度に関すること

④包括的・継続的マネジメント ○地域包括ケア体制構築に向けた連携体制づくり

⑤地域包括支援センターの体制整備
○地域包括ケア体制構築に向けた連携体制づくり
○高齢者の支援体制の強化
○地域包括支援センター機能の周知・啓発

⑥在宅医療・介護連携の推進 ○在宅医療推進協議会の設置

⑦認知症施策の推進
○認知症初期集中支援チームの設置
○認知症地域支援推進員の配置
○認知症ケアパスの作成

⑧生活支援サービスの基盤整備
○生活支援コーディネーターの設置
○生活支援サービス協議体の設置

①介護給付等費用適正化

○要介護認定の適正化（認定調査状況チェック）
○ケアマネジメント等の適正化（ケアプランの点検・住宅改
修等の点検）
○サービス提供体制及び介護報酬請求の適正化（医療情報と
の突合、縦覧点検、介護給付費通知）

②家族介護支援
○家族介護者に対する身体的・精神的な支援の充実や介護
技術習得に対する支援
○家族介護用品支給事業

③その他
○認知症サポーター養成
○高齢者等見守り配食サービス

Ⅰ
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

①介護予防・生活支援総合事業

②一般介護予防事業

Ⅱ
　
包
括
的
支
援
事
業

Ⅲ
　
任
意
事
業

表４ B 町の地域支援事業実施状況 
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44——22--22．．BB 町町のの地地域域支支援援事事業業のの実実施施状状況況  

 B 町では、総合事業は事業展開されていたが、サービスの区分まではわからなかった。

一般介護予防事業において、地域リハビリテーション活動支援事業や介護予防普及啓

発事業として実施されていたものはなかった。 

 

 

 

本町実施事業名 内容と本町の実施状況

○第１号訪問事業

○第１号通所事業

○第１号生活支援事業

○第１号介護予防支援事業

○自主活動グループに対する活動支援

○認知症予防（脳トレ）、脳トレ教室

○転倒予防等運動機能の向上教室

○口腔機能向上教室

○介護予防総合教室

○介護予防対象者把握事業

①介護予防マネジメント ○介護予防ケアプラン

②総合相談・支援 ○介護保険・医療・保健・福祉に関すること

③虐待防止・権利擁護 ○高齢者虐待及び成年後見制度に関すること

④包括的・継続的マネジメント ○地域包括ケア体制構築に向けた連携体制づくり

⑤地域包括支援センターの体制整備
○地域包括ケア体制構築に向けた連携体制づくり
○高齢者の支援体制の強化
○地域包括支援センター機能の周知・啓発

⑥在宅医療・介護連携の推進 ○在宅医療推進協議会の設置

⑦認知症施策の推進
○認知症初期集中支援チームの設置
○認知症地域支援推進員の配置
○認知症ケアパスの作成

⑧生活支援サービスの基盤整備
○生活支援コーディネーターの設置
○生活支援サービス協議体の設置

①介護給付等費用適正化

○要介護認定の適正化（認定調査状況チェック）
○ケアマネジメント等の適正化（ケアプランの点検・住宅改
修等の点検）
○サービス提供体制及び介護報酬請求の適正化（医療情報と
の突合、縦覧点検、介護給付費通知）

②家族介護支援
○家族介護者に対する身体的・精神的な支援の充実や介護
技術習得に対する支援
○家族介護用品支給事業

③その他
○認知症サポーター養成
○高齢者等見守り配食サービス

Ⅰ
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

①介護予防・生活支援総合事業

②一般介護予防事業

Ⅱ
　
包
括
的
支
援
事
業

Ⅲ
　
任
意
事
業

表４ B 町の地域支援事業実施状況 
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44——22--33．．CC 町町のの地地域域支支援援事事業業のの実実施施状状況況  

 C 町では、総合事業は事業展開されていたが、サービスの区分まではわからなかった。

一般介護予防事業は、おおむね事業として実施されていたが、一般介護予防事業評価

事業はなかった。 

 

 

本町実施事業名 内容と本町の実施状況

○訪問型サービス

○通所型サービス

○その他の生活支援サービス

○介護予防ケアマネジメント

○地域介護予防活動支援事業
・介護予防サロン活動
・（介護予防）自主サークル
・Ｗシニアエクササイズ

○地域リハビリテーション活動支援事業

○介護予防把握事業

②認知症高齢者への支援策の推進

○普及・啓発活動の推進
○認知症予防、早期発見・早期対応
○適切なサービス利用の推進
○「わいわいカフェ」の運営
○認知症ケアパスの作成
○チームオレンジの活動推進
○小・中学校における教育・交流

③在宅医療・介護連携の推進

○近隣市町との連携強化
○介護資源の情報提供
○認知症施策との連携
○在宅で看取りができる体制の整備

○安全・安心を確保するための体制の整備
・緊急情報システム設置事業
・災害弱者の把握
・災害発生時の体制整備
・感染症対策における連携

○移動手段の確保への支援
・シルバータクシー助成事業
・福祉有償運送事業
・生活支援活動強化事業

○誰にでもやさしい生活環境づくり
・住宅のバリアフリー化
・高齢者向け住宅の情報提供

○高齢者の見守り体制の整備
○高齢者見守り電話サービス事業

⑤家族介護者支援の充実
○家族介護予防支援事業
○家族介護用品支給事業
○介護離職の防止に向けた情報発信

⑥高齢者虐待防止及び権利擁護への取組

○高齢者虐待防止対策の推進
・高齢者虐待に関する相談窓口の周知
○権利擁護への取組
・権利擁護に関する普及・啓発
・権利擁護への取組
・成年後見制度利用促進の取組

①介護サービス基盤の整備・安定供給
○居宅サービス供給体制の安定確保
○地域密着型サービス供給体制の安定確保
○施設サービス供給体制の安定確保

②介護保険制度の適正・円滑な運営
○介護給付費の適正化事業
○介護サービス事業者への指導
○必要利用定員総数の設定

③地域住民への普及・啓発 ○介護保険制度の周知

④介護人材確保及び業務効率化の取組強化
○福祉・介護人材の確保
○介護業務の効率化

Ⅲ
　
任
意
事
業

Ⅰ
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

①介護予防・生活支援総合事業

②一般介護予防事業

○介護予防普及啓発事業
・介護予防教室
・脳トレーニング教室
・２本杖ウォーキング

Ⅱ
　
包
括
的
支
援
事
業

①地域包括ケアシステムの推進

○地域包括支援センターの体制強化
○相談支援機能の強化
○地域ケア会議の開催
○地域の見守り体制の整備
○生活支援体制整備の推進

④安全・安心な生活環境の充実

表５ C 町の地域支援事業実施状況 
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44——22--44．．DD 町町のの地地域域支支援援事事業業のの実実施施状状況況  

 D 町では、総合事業は通所、訪問サービスともに、サービス区分 ABC いずれも事業展

開されていなかった。一般介護予防事業は、一般介護予防事業評価事業と地域リハビ

リテーション活動支援事業はわからなかった。  

  

 

本町実施事業名 内容と本町の実施状況

○通所介護相当サービス

○通所介護ＡＢＣすべてない

○訪問介護相当サービス

○訪問介護ＢＣはない

○介護予防把握事業

○介護予防普及啓発事業
・理学療法士による指導
・グラウンドゴルフ
○地域介護予防活動支援事業
・地域で自主活動を行っている組織を支援
○生活支援体制整備事業
・生活支援サービスを担う事業主体への支援体制の整備
・生活支援コーディネーターの配置
・地域おける住民懇談会の開催
○生きがいづくりと積極的な社会参加の促進
・学習機会の提供
・老人クラブ活動等への支援
・高齢者の就労の場の確保

地域包括ケアシステムの深化・推進

①日常生活圏域の設定
○地理的条件や人口、介護サービスの提供状況から圏域を２
つに設定

②地域包括支援センターの機能強化と
地域ケア会議の開催

○地域ケア会議による地域課題の検討と資源の開発

③高齢者の地域生活を支える福祉の
ネットワークづくり

○見守り協力員、民生児童委員、介護支援専門員との連携で
地域全体の介護家族を支える

④在宅医療・介護の連携強化
○Ａ保健医療圏在宅医療・介護連携推進協議会において医師
会に委託して事業展開
○在宅医療啓発パンフレットを作成し、住民に配布

⑤認知症高齢者施策の推進
○啓発活動の推進
○相談体制の整備と早期発見・早期対応

⑥家族介護者への支援の充実
○紙おむつや尿取りパッドの支給
○家族介護者の交流会として認知症カフェを開催

高齢者の尊厳の確保と権利擁護体制の
充実

①高齢者の権利擁護の推進

②高齢者虐待防止策の推進

③日常生活自立支援事業の活用

②高齢者の住まいの確保
○高齢者生活福祉センター
○養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム

③安心・安全な暮らしの環境整備
○防災・防犯体制の促進
○感染症に対する対応と備え

④人材の確保とサービスの質的向上
○在宅サービスと地域密着型サービスの推進
○介護支援専門員の資質向上と事業所への支援
○介護保険サービスの人材の確保・育成

○配食サービス
○軽度生活支援事業（いきいきヘルプ）→総合事業への移行
など見直し検討
○生きがい活動支援通所事業（いきいきデイ）→総合事業へ
の移行など見直し検討
○緊急通報システム事業
○福祉有償運送サービス事業
○Ｄ町ふれあいタクシー事業

⑤適切な介護サービスの利用促進

○介護保険制度の周知
○サービス利用の適正化
・要介護認定の適正化
・ケアプランチェック
・住宅改修・福祉用具購入の適正化
・医療情報との突合・縦覧点検
・介護給付費通知
○相談体制の強化
○保険者機能の充実

Ⅰ
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

①介護予防・生活支援総合事業

②一般介護予防事業

Ⅱ
　
包
括
的
支
援
事
業

Ⅲ
　
任
意
事
業

①高齢者福祉サービスの充実

表６ D 町の地域支援事業実施状況 
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44——22--44．．DD 町町のの地地域域支支援援事事業業のの実実施施状状況況  

 D 町では、総合事業は通所、訪問サービスともに、サービス区分 ABC いずれも事業展

開されていなかった。一般介護予防事業は、一般介護予防事業評価事業と地域リハビ

リテーション活動支援事業はわからなかった。  

  

 

本町実施事業名 内容と本町の実施状況

○通所介護相当サービス

○通所介護ＡＢＣすべてない

○訪問介護相当サービス

○訪問介護ＢＣはない

○介護予防把握事業

○介護予防普及啓発事業
・理学療法士による指導
・グラウンドゴルフ
○地域介護予防活動支援事業
・地域で自主活動を行っている組織を支援
○生活支援体制整備事業
・生活支援サービスを担う事業主体への支援体制の整備
・生活支援コーディネーターの配置
・地域おける住民懇談会の開催
○生きがいづくりと積極的な社会参加の促進
・学習機会の提供
・老人クラブ活動等への支援
・高齢者の就労の場の確保

地域包括ケアシステムの深化・推進

①日常生活圏域の設定
○地理的条件や人口、介護サービスの提供状況から圏域を２
つに設定

②地域包括支援センターの機能強化と
地域ケア会議の開催

○地域ケア会議による地域課題の検討と資源の開発

③高齢者の地域生活を支える福祉の
ネットワークづくり

○見守り協力員、民生児童委員、介護支援専門員との連携で
地域全体の介護家族を支える

④在宅医療・介護の連携強化
○Ａ保健医療圏在宅医療・介護連携推進協議会において医師
会に委託して事業展開
○在宅医療啓発パンフレットを作成し、住民に配布

⑤認知症高齢者施策の推進
○啓発活動の推進
○相談体制の整備と早期発見・早期対応

⑥家族介護者への支援の充実
○紙おむつや尿取りパッドの支給
○家族介護者の交流会として認知症カフェを開催

高齢者の尊厳の確保と権利擁護体制の
充実

①高齢者の権利擁護の推進

②高齢者虐待防止策の推進

③日常生活自立支援事業の活用

②高齢者の住まいの確保
○高齢者生活福祉センター
○養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム

③安心・安全な暮らしの環境整備
○防災・防犯体制の促進
○感染症に対する対応と備え

④人材の確保とサービスの質的向上
○在宅サービスと地域密着型サービスの推進
○介護支援専門員の資質向上と事業所への支援
○介護保険サービスの人材の確保・育成

○配食サービス
○軽度生活支援事業（いきいきヘルプ）→総合事業への移行
など見直し検討
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○サービス利用の適正化
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・住宅改修・福祉用具購入の適正化
・医療情報との突合・縦覧点検
・介護給付費通知
○相談体制の強化
○保険者機能の充実

Ⅰ
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

①介護予防・生活支援総合事業

②一般介護予防事業

Ⅱ
　
包
括
的
支
援
事
業

Ⅲ
　
任
意
事
業

①高齢者福祉サービスの充実

表６ D 町の地域支援事業実施状況 
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44——33．．AA 保保健健医医療療圏圏ににおおけけるる新新たたなな地地域域支支援援事事業業のの提提案案  --SSWWOOTT 分分析析をを用用いいてて--  

A 保健医療圏で、これまで十分に地域支援事業に関連した活動はなされていなかっ

た。 

ここでは、これらの事業に関わることが想定されている理学療法士と、他の専門職

が協働することで今後の地域支援事業への関わりを検討するために、各専門職の強み

や弱みを SWOT 分析で明らかにした（図１）。 

 

 

  

５５．．考考察察    

55——11．．AA 保保健健医医療療圏圏でで求求めめらられれるる新新たたなな地地域域支支援援事事業業のの検検討討  

介護保険事業計画による地域支援事業の実施状況や、A 保健医療圏域のおける地域

資源の分析を通して、リハビリテーション専門職、とりわけ理学療法士を中心に専門

職、地域の団体等との連携・協働することで新たに取り組める地域支援事業の内容を

検討した。 

理学療法士との連携・協働が想定されたのは、「作業療法士」、「言語聴覚士」、「訪

問リハビリスタッフ」、「ケアマネージャー、自治会長、民生委員」、「社会福祉士」、

S W

O T

➣地域包括ケアシステムの推進
➣高齢社会
➣介護予防への機運の高まり
➣地域支援事業の交付金制度
（※Ａ保健医療圏では）
➣自治体内の活動が活発
➣住民同士の親密感がある
➣横縦の繋がりが強い
➣自治会、老人会の地域密着感

（※Ａ保健医療圏では）
➣2030年以降高齢者減少
➣若年人口・生産年齢人口の流出
➣小・中学校統廃合の流れ
➣総合病院３つ
➣高度急性期医療を地域で受けられない
➣要介護認定率、介護保険料高い
➣農家の継ぎ手が減少
➣過疎化が進み、外出時に移動が困難

➣医療従事者
➣リハビリテーションへの理解
➣身体機能の評価に長けている
➣運動指導ができる
➣医療、介護の両方で従事する
➣直接援助職であり、体一つで仕事できる（Ph）
➣生活に密着している（Ph）
➣生活に即した指導ができる（Ns）
➣機能に合わせた必要な改修の提案（Ph）
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強み（Strength） 弱み（Weakness）
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➣他の職種への理解が弱い（Ns）
➣公的サービスありきで生活を考えがち（MSW）
➣介護保険制度の仕組みを理解していない人が多
い（MSW、CM）
➣在宅目線でのリハビリ目標が弱い・薄い（CM）

脅威（Threat）機会（Opportunity）

図１ A 保健医療圏における多職種による理学療法士の SWOT 分析 
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「医師」、「看護師、保健師」、「薬剤師、管理栄養士」、「介護福祉士」であり、これら

専門職との連携・協働によって、12 事業を実施することが考えられた（表７）。 

作業療法士は、活動・参加へのアプローチを強みとし、石川（2016）が提案したよ

うな認知症支援と体操事業を組み合わせたコグニサイズを考えた。 

言語聴覚士は、口腔・嚥下機能や発声機能へのアプローチが強みであり、西田

（2019）が行ったオーラルフレイル予防のための啓発と、体操指導を組み合わせた事

業を提案した。 

訪問リハビリスタッフや、ケアマネージャー、自治会長、民生委員からは地域サロ

ン参画での問題点や高齢者の介護予防把握について、問題意識を持っていた。そのた

め、移動支援事業や地域高齢者の生活をチェックするための見回り事業が考えられ

た。 

社会福祉士や介護福祉士との協働では、リハビリテーション専門職がさらに介護・

福祉領域の知識を高める必要性があり、その一方で介護技術や腰痛予防のための動作

指導を介護人材に対して行っていく必要性があると協議した。 

医師、看護師、保健師、薬剤師、管理栄養士は、リハビリテーション専門職が地域

高齢者のリハビリテーションに関する相談や身体機能の把握に関われば、一次予防の

視点で健康寿命の延伸に貢献できるのではないかと提案した。そのため、かかりつけ

リハビリ事業や身体測定事業、服薬・栄養・運動の相談事業が一体的に行えるとの意

見が交わされた。 

 

 

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

リハビリテーション専門職に対する介護・福祉サービスの講習

運動機能や体操指導を中心とした健康管理に関する相談を請け負う事業

地域サロンや通いの場への移動支援事業

医師

自治体内のリハビリテーション専門職を対象にした介護・福祉講習会

介護予防教室や地域サロンの参加者に対する身体機能測定事業

地域サロンにおいて薬、栄養、運動を包括的に知ってもらう事業

介護職や主介護者に対する腰痛予防のための講習

かかりつけリハビリ事業

介護予防教室や地域サロンにおける身体測定事業

地域サロンへのお薬、栄養、運動の講座・相談事業

腰痛予防のための、介護者への運動指導事業

「話す・食べるをいつまでも」口と身体の体操事業

サロンや通いの場への移動支援事業

理学療法士による見回り事業

認知症支援と体操による身体機能の維持に着目したコグニサイズ

事業概要

地域サロンの活動が畑となり、農作物の生産活動をする

高齢者が一人では行けない場所へ帯同するウォーキング事業

フレイルとオーラルフレイルを予防する体操事業

運動機能を活かして、利用者にとって最適な住宅改修を提案する

地域の虚弱高齢者を把握する介護予防把握事業

検討した事業

認知機能×体操事業

運動機能を活かした住宅改修適正化事業

野菜づくり事業

あの場所へ歩いて行こう事業

協働検討した職種

作業療法士

看護師、保健師

薬剤師、管理栄養士

介護福祉士

言語聴覚士

訪問リハビリスタッフ

社会福祉士

ケアマネージャー、自治会長、民生委員

表７ 協働検討した 12 事業の一覧表 
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55——22．．AA 保保健健医医療療圏圏をを構構成成すするる１１市市３３町町のの課課題題 

A 保険医療圏は、医療圏全体が過疎地域型医療圏に分類されており、今後、人口は

減少し続ける。４市町には産業構造に違いがあり、それぞれで地理的条件や歴史的建

造物、高齢者世帯の状況など、地域特性が違う。このために、各市町の地域特性に応

じて地域支援事業を検討する必要があった。 

厚生労働省が公表している、当該圏域における保険者機能強化推進交付金に係る評

価を見た結果、それぞれの市町で共通した課題は、介護人材の確保であり、その次に

認知症総合支援、そして介護予防／日常生活支援であった。 

各市町の課題と地域特性に、多職種協働で検討した事業を掛け合わせることで、地

域支援事業の展開に本来求められている地域性を包摂した事業の提案が行えたのでは

ないかと考える。 

ただし、本論文で検討し、提案した事業に対する、実際の地域高齢者のニーズや想

定される参加率までは結果として収集できていない。今後、それらのデータ収集を行

うことで、より実現性の高い、ニーズを踏まえた地域支援事業の提案ができると考え

る。 

本論文では、このような実用性の高い新たな地域支援事業を多職種との SWOT 分析

で検討した。SWOT 分析は内部環境・外部環境から事業戦略を立案するためのフレーム

ワークである。近年ではまちづくりの手法としても用いられることが多く（中島 

2021）、（岩城 2022）、今回の検討によって、地域支援事業の立案においても活用で

きる可能性があると考える。ただし、野崎（2021）が指摘するように、SWOT 分析が生

まれた 1960 年代とは違い、現代は VUCA と呼ばれるように変化の激しい外部環境にあ

るため、今回検討した事業においても、陳腐化しないように常に検討し続ける必要が

あると考える。 

本論文において検討・提案した地域支援事業の実用性を高めるために必要なもの

は、「関係者が連携することでのネットワークづくり」と、「専門職団体の主導的関わ

り」、「地域ぐるみの支援体制づくり」であると考える。 

 

55--33．．今今後後のの地地域域包包括括ケケアアシシスステテムムににおおけけるる理理学学療療法法士士ののあありり方方 

一般社団法人日本リハビリテーション病院・施設協会が報告したマニュアル

（2021）では、地域リハビリテーションの推進課題について３つの重点課題を挙げて

いる。第一の「リハビリテーションサービスの整備と充実」では、必要な人へ求めら

れるサービスを適切に提供できるシステムづくりが課題とされ、一定の地域で関係者
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が連携し、ネットワークをつくる活動が欠かせないとされている。第二の「連携活動

の強化とネットワークの構築」では、多職種協働体制を構築し医療介護連携を進める

等、地域における医師会の主導的なかかわりが期待されている。第三の「リハビリテ

ーションの啓発と地域づくりの支援」では、リハビリテーションが機能訓練と理解さ

れていることに対して、市民のみならず関係者にも啓発する必要があることや、介護

予防にかかわる諸活動の推進によって支えあいづくりを働きかけること、認知症サポ

ーターやボランティアの育成等、地域ぐるみの支援体制づくりが期待されている。 

 可児ら（2020）は、事業の参加者が活動意欲を高め、能動的に地域づくりに関わる

ためには、専門職が低頻度かつ長期的に関われるような仕掛けをしていくことを提言

しており、本稿で提案した事業の継続には参加者の活動意欲を高めるための関りが必

要となる。例えば、芝原（2019）は、町内会や地域包括支援センターへの継続的な働

きかけや、リハビリテーション専門職派遣事業を行ったことで、連携関係が構築さ

れ、他の町内会に介入するときにも協力体制がとれるようになったと報告している。 

 日本の地域支援事業は、自治体の予算事業によって対応しており、自治体が主体と

なっている。しかし、海外の介護保険制度を採用する国では、チャリティや地域の

様々な活動を間接的に支援することが主な役割となっており、それが合理的であると

されている（国際長寿センター 2021）。さらに、自治体は全てを地域に委ねるので

はなく、リエイブルメント（reablement＝再びできるようにする）を前置とし、リハ

ビリテーション専門職を中心としたマネジメントにより、できる限り本人の力を活か

そうとしている（同上 2021）。例えばイギリスでは、ボランタリー・セクター自身

が行政や医療専門職に積極的に提案を行って助成金を得ている。 

この他にも、近隣で多様な６人の友人を作り、さまざまなサービスにつなげていく

仕組みであるオーストラリアの Hub は、住民主体から生まれた住民相互の活動とし

て、政府から多額の補助金を獲得した成功モデルの一つとされている。このように、

地域支援事業の進展や地域づくり・まちづくりにおいて、欧州で目指されている「専

門職解決」から「地域解決」への「コ・プロダクション」を参考に、「できないこと

（ニーズ）」から「できること（アセット）」への視点転換も含めた柔軟な事業の立案

をすすめるべきであると考える。 
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地域支援事業の進展や地域づくり・まちづくりにおいて、欧州で目指されている「専

門職解決」から「地域解決」への「コ・プロダクション」を参考に、「できないこと

（ニーズ）」から「できること（アセット）」への視点転換も含めた柔軟な事業の立案

をすすめるべきであると考える。 

13 

 

 

 

    

  

６６．．結結語語  

今回の研究を通して、同一の二次医療圏であっても、自治体の地理的環境や産業構

造、歴史的建造物等の資産の有無、文化・価値観の違いによって、地域課題は様々で

あることが明らかとなった。地域包括ケアシステムを推進させるためには、医療・介

護・介護予防を一体的に進めていく必要があり、特に介護予防の推進には地域課題を

抽出し、地域支援事業を充実させていくことが重要であると考えられた。 

現状、地域支援事業は自治体の努力によって充実させていく流れであり、保険者機

能強化推進交付金に係る評価結果に注視しているのは当該自治体と厚生労働省に留ま

っている。 

今後、医療・介護分野での各専門職が社会の動向や地域包括ケアシステムの構築・

推進に関心を持ち、地域課題に目を向け、地域支援事業を充実させるために、それぞ

れがどのような貢献ができるかを考え、地域を成熟させていくべきであると考えた。 

地域包括ケアシステムは垂直統合型のケア（Integrated care）と地域を基盤とし

図２ 欧州各国のパラダイムシフト（国際長寿センター資料(2021)より引用） 
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たケア(community based care)、保険者機能の強化を図る（managed care）という 3

つコンセプトによって推進されてつつある（筒井 2014、2019）。本論文で検討した地

域支援事業はまさに、地域を基盤としたケア（community based care）の検討であっ

たと考える。そうして考案した地域支援事業の展開によって、自治体の保険者機能強

化推進交付金に係る評価の推移が、どのように変化しているのかを考察し、自治体と

ともに検討していくべきであると考えられた。 

最後に、地域支援事業は自治体の努力だけでなく、産学官民連携の下に推進してい

くべきではないかと考える。本論文において得られた知見をもう一度、自治体や職能

団体、医療機関、介護施設、地域の自治会に持ち寄ることで、実践的に貢献し、地域

を基盤としたケアの発展に関与していきたい。そして、規範的統合の推進のために、

民間施設や各専門職が検討した事業を自治体と吟味し、共通の統合目的を設定し、取

り組んでいきたい。 
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